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国際経済労働研究所 総会記念講演
｢我が国におけるシンクタンクの役割｣

特集1

１．はじめに

２．｢我が国におけるシンクタンクの役割｣の話の内容について

　国際経済労働研究所は2011年7月で設立50
周年を迎えられ､1948年2月の関西労働調査会
議結成から65年目を迎えられていることに対して､
心から敬意を表し､お祝い申し上げます｡素晴らし
い労働調査と共同調査活動（運動）を活かして､
労働運動に自主･自立した研究所として研究･貢
献されてきた研究所の総会の記念の講演会にお
呼び頂いてとても光栄に思っています｡
　さて､自己紹介させて頂きます｡私は京都大学
で土木工学を学び卒業論文･修士論文で日本の
高度経済成長を支える輸出入貿易を支える輸送
基盤の港湾の埠頭能力の研究に従事し､大学院
から時代のテーマになりつつあった地域空間の計
画と建築に関わるまちづくりシンクタンク･コンサル
タントの研究所に入所しました｡
　時代はまちづくりに地域住民の参加が課題とな
りつつありました｡都市計画と港湾計画を主にタッ
チしながら大学からの研究を全国の港湾の計画と
再開発･空間の再編成の調査を続け､42才の時

に博士論文にまとめ､一区切りをつけて､地域振
興･再生の仕事に従事しました｡地域の活性化や
産業振興の取り組みを進め､地域活性化のシステ
ムづくりに取り組み､石川県能登半島と七尾市の
振興･事業化の実践に取り組みました｡地域振興
の方法として交流人口の増加の関係で観光振興
に取り組み､地域資源･人材資源の活用から地域
の付加価値商品づくり･発信･市場展開のシステ
ム開発や地域の組織づくりに取り組みました｡
　その後､地方シンクタンク協議会代表幹事･観
光研究学会会長･大学の講師から立命館大学経
済 学 部 教 授として､取り組んできた「観 光 経 済
論｣･｢シンクタンクの職能｣･｢地域経営計画論｣や
国際協力事業として､｢JICAの国際的技術者研
修｣･｢スリランカの観光開発による地域振興｣･｢中
国東北大連港技術者研修｣や｢日米草の根交
流｣に取り組んでいます｡長々と自己紹介しました
が､1960年頃からの時代の変化を敏感に感じな
がら今日まできたことを申し上げたかったからです｡

立命館大学経済学部客員教授　　　　　　
地方シンクタンク協議会代表幹事　金井　萬造

　国際経済労働研究所は、シンクタンクの分野と
しては､政府･行政の第１セクター ､民間企業の第
2セクターと区別される第3セクターの特徴を持ち、
組織形態･研究方法･研究資金調達･連携形態

（共同調査と調査運動）等独自の取り組みを創造
されてきた。まず､日本のシンクタンクの取り組みの
発展と特徴を把握したい｡
　日本に先行しているアメリカのシンクタンクの取り
組みについて検討する｡そして日本におけるこの

50年の取り組みの中で､シンクタンクを取り巻く環
境がどのように変化し､それに対してシンクタンクは
どのように対応してきたかを見てみる。21世紀も13
年を過ぎているが､現時点に立って､シンクタンク
の役割･期待がどのようになっているかを検討す
る。これからの日本とアジア･世界の動向を踏まえ
てのシンクタンクのあるべき姿を考え、貴研究所へ
の期待についても述べたい｡
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　第2次世界大戦以前の情報収集･地域調査を
主体として政策研究は政府･官僚組織そのものが
担当してきたといえる｡（満鉄調査部等）

 1945年～ 1960年 ｢戦後復興の時代｣ 
　戦後の復興は中央官庁組織が各種の計画や
政策づくりを担当した｡経済成長に合わせて､企
業活動も活発化し､企業の発展の体制に取り組
んでいくが中央官庁主導で取り組まれたのが特
徴で､行政内部に研究所などの体制を整備し､政
策づくりに取り組んでいく｡高度成長の対応の政
策研究の事務量に対して､民間に業務を委託す
る形で､政策事務を請け負う民間のシンクタンクが
生まれた｡

 1960年～ 1972年 ｢高度経済成長の時代｣ 
　日本の貿易の自由化の1960年とその後の資本
の自由化を控え､国際的に日本へのアメリカのシン
クタンクの進出の動きに対して､民間企業が情報
産業をおこし国際社会への進出も含めて､日本国
内で力量をつけていく必要を感じ､情報を有料で
購入する機運が高まった｡政府機関もこの動きに
対応して､それまでの組織の中での対応を超えた
多領域の知恵を集めた機関の設立を応援した｡
政府自身も公害対策や都市環境の分野の対応
が迫られてきた時期でもある｡
　1960年代から動きが起こり､1962年に日本経済調
査協議会､1963年に日本経済研究センター､1965
年に野村総合研究所､1970年には三菱総合研
究所等財閥系のシンクタンクが設立される｡しかし､
行政の政策づくりは主に行政内部の研究所と行
政の現場の共同で作成されたため､民間のシンク
タンクは企業グループの委託や独自の検査･実験
などの事業で基礎的な企業の財政を確保した｡
政府･行政からの国土開発､交通計画､環境保
全等の委託業務の拡大や政策分野の拡大､人
材育成､組織整備､研究体制の強化に取り組ん
でいった｡

３．日本におけるシンクタンクの発展

　1967年～ 1970年は、公害の発生と公害防止
等技術革新に取り組んでいった｡併せて､研究の
充実･充電の時期である｡1971年の景気後退で
経済環境が悪化し､民間企業対象から官公庁対
象へとシフトしていった｡
　貴研究所は1948年の労働組合の共同調査機
関の関西労働調査会議設立から1961年7月の
労働調査研究所を設立し､1964年に社団法人の
認可を受けられた｡

 1973年～ 1985年 ｢安定成長の時代｣ 
　1973年のオイルショックやドルショックの影響へ
の対応で経済成長が止まり､安定成長期を迎え
る｡企業の生産拠点が海外に移転するとともに産
業構造も重厚長大から軽薄短小･情報化･高度
化していく｡シンクタンクは政策づくりの力量をつ
け､大学研究機関･行政の研究所と競争できるレ
ベルに到達し､協力関係も構築される｡

 1985年～ 2000年 ｢国際化対応と連携の時代｣ 
　1985年のプラザ合意以後はアジア等の国際化
対応と国内的にはNIRAと地方シンクタンクの連
携､シンクタンク･大学･行政のインハウスの研究所
の競争･協同の時代で推移する｡
　貴研究所はこのグローバル化に対応するため
に1993年に国際経済労働研究所として整備さ
れ､まさに時代と地域社会の取り組み課題に対し
て対応されてきた｡

 2000年以後（21世紀） 
｢グローバル化･情報化･地域の持続的発展の時代｣ 
　21世紀を迎えて､シンクタンクの課題は､国際
化･情報化･環境重視･連携化の対応である｡
　国内的には､自然･環境､人口問題､技術革
新､地域経済､安全､エネルギー等多様な課題が
ある｡シンクタンクもコミュニティシンクタンクやNPOシ
ンクタンク等､各専門に特化した活動が増加してい
る｡

　アメリカのシンクタンクの歴史は古く､ランド研究
所は1948年の設立で軍事研究と工学における
経済学的視点から研究分野を社会問題､都市･
住宅問題､エネルギー関係へと拡大している｡

　ブルッキングス研究所は1926年の設立であり､
経済政策､外交政策､政府の政策研究等の分野
で補完代替する政策の研究機関の役割を果たし
ている｡AEI（アメリカン･エンタープライズ公共政

４．アメリカのシンクタンクの特徴
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策研究所）は1943年であり､1960年代に公共政
策の名称を追加し､ブルッキングス研究所の研究
テーマと類似して政策研究を実施している｡その
他に､アスペン人文研究所等があり､1949年の設
立であり､セミナー ､国際会議､調査研究等を行
い､人材育成や科学技術とヒューマニズムの問題
やコミュニケーションを重視している｡
　民間団体がそれぞれの特徴ある分野を研究対
象にした政策研究を推進している｡行政府･省庁
はインハウスの研究機関を持たず､民間の研究所
に政策委託するケースが多い｡アメリカのシンクタン
クで注目されるのは､その設立の必要性が政府の
政策の行き詰りの打開とともに人種問題や失業
問題､都市の環境問題という明確な政策研究の
課題から設立されていることである｡議会や行政
機関も政策研究の機能を強化しているが行政機
関のインハウスの対応は弱く､民間の政策研究所
の研究成果に期待している｡連邦政府は政権の
交替によって行政職員が大幅に入れ替わるので
行政の力量が蓄積されない構造になっている｡ま
た､研究所の研究資金対策として､政府などの公
共の資金や各種の財団からの資金調達など多様
な対応をしている｡
　研究の方法論は､ランド研究所を例にとると公
共分野の研究と研究成果の広報､国家安全保障
とその他の国内研究のバランス､クライアントとの長

期の良好な関係の維持等で日本での対応の参考
になる｡
　シンクタンクは､それぞれの得意な分野に進出し
ている｡大学の研究機関も政策分野に進出してい
る｡官と民の交流は容易であり､相互に理解し合え
る関係にあるのが特徴である｡
　1960年代の終わり頃から人種問題･失業問
題･社会保障制度の問題や都市の生活環境の
悪化の政策課題が出てきている｡
　NPO型シンクタンクの役割として政府の政策の
監視､評価､提言も活発になっている｡政策研究
資金は政府･州政府からの委託や企業献金･財
団資金など多様で潤沢にあるのが特徴で､政策
研究を推進するための資金調達は重要課題であ
る｡NPO型シンクタンクは政府やクライアントから独
立して活動をしている｡ 
　貴研究所の調査活動と調査運動､研究資金
の調達と、個別の企業の労働組合という組織を超
えた共同の活動､研究所の特別の組合等のスポ
ンサーに頼らない立脚する政策研究の視点､独立
性を保持した自主･自立と独創的な取り組み等は
シンクタンクのあるべき組織対応･研究スタイルとし
て､シンクタンク組織研究の貴重な対象であり､65
年間の取り組みに対して敬意を表明したい｡多く
の基礎的な組織･研究条件等第3セクターとして
のシンクタンクの保持すべき特質を保有されている｡

　戦後の復興から経済の高度成長の取り組みを
経て､シンクタンクは､政府･行政の第1セクターのシ
ンクタンクが成長し研究を蓄積し､高度経済成長を
支えてより発展拡大するために民間の第2セクター
のシンクタンクが人材と研究実績･組織体制を整え､
第1でもない､第2でもないそれ以外の第3セクターの
シンクタンクの研究部門が整備されて､競争もあるな
かで協働･連携の状況も生まれてきており､更なる
進歩の時代を迎えています｡シンクタンクが取り組む
べき課題は豊富にあり、「シンクタンクの時代」に入っ
てきたといえる。生きがい、やりがいをもって取り組め
れば素晴らしい。シンクタンクを通じた活動によって、
その地域の地域や産業、生活に応えていくというこ
とが可能であり、面白い時代に入ってきたと思う。

 ｢21世紀の時代の特徴｣ 
　政策研究対象の多様化とともに､次の3つの特
徴がある｡

５．21世紀におけるシンクタンクの新しい役割

　○グローバル化の進行
　　�　産業･生活･活動･交流が日本国内だけで

なく､アジア･世界に影響を与える時代が進行
しており､行動もグローバルを見据えて､ローカ
ルから展開していくことが求められている｡

　○情報化の進展
　　�　政府･東京と地方などの情報の格差はなく

なり､成功モデルは､すぐに情報に乗って､各
地に広まる｡取り組みの場所の条件の不利
はない｡情報は政府機関､民間企業の本社
が集中する東京へのアクセスが最大の課題
であり､シンクタンク機関や研究者の東京集
中が一般的であったが､情報のアクセス条件
が良くなり､研究機関の立地は自由性を持つ
ことになった｡

　　�　かつては、関西は関東に対して不利だった
と考えられる。研究者の９割は関東で、企業
の機能でみても、関西には、経営者や組織の
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中で判断できる立場の人は少なかったため、
意志決定に時間がかかる。情報化が進み、こ
れまでのような距離感はなくなり、地域の発
展を、労働者、研究者も考えなければならな
い時代になっている。関西は、不利な状況を
経験したが、連携の力で発展しているところも
あり、頑張っている。

　○連携･ネットワーク
　　�　競争から協調､個別から連携､協力のネット

ワークの構築による共有の時代であり､重要
な視点である｡調査研究活動から政策の実
施の視点の考慮だけでなく､調査への参加
と意見･意向の反映が重要な取り組み視点
になってきている｡

　　�　地域の資源･意向調査活動や構成員の
参加促進とワークショップまで含めた取り組
み体制と合意形成が関係者･構成員の政策
の実行のモチベーションを高めていく取り組
みとして､連携･ネットーク化が時代の課題に
なってきている｡

　　�　そのような視点からの貴研究所の運動とし
ての調査活動と調査研究の政策研究のスタ
イルや構成員全員の意向を聞くアンケート活
動は1つの大きなモデルといえる｡

　　�　国際レベルの調査･政策研究の取り組み
としても同様の方法は有効であり､対象の団
体･機関･地域の調査においても､地域の歴
史･生活文化･産業と労働の実情･地域の
資源･人材資源や地域の社会組織を良く理
解した上で取り組んでいくことが重要である｡

　　�　競争関係もあるが互いに相手を尊重して
理解し合い､相互の主張を述べ合い､合意
形成や共同作業での政策づくりが重要であ
る｡

　　�　2004年のスマトラ大地震とインド洋の大津
波の被害（2千万人の人口に対して､3万人
の死亡）を被ったスリランカでのコミュニティ･
ベースド･ツーリズム（着地型観光による地域
の再生･復興･振興の取り組み）の理解と政
策づくりのための国際ワークショップの実施で
その大切さを経験した｡

 ｢シンクタンクの社会的使命はどう変化してきて
いるか｣ 
　シンクタンクと地域社会との関係､事業や研究
所の研究業務･経営面から考えてみたい｡

（１）政策の提言
　　�　シンクタンクは､リサーチし政策提言してきた

が､さらに提言された内容が実際に地域社会
に役立っているかの実践的チェックが必要に
なってきている｡

　　�　PDCAが重要であり､政策プランづくりから
即実行ではなく､社会実験やプランに対する
利用意向の把握からプランの評価を行い､修
正プランを作り､同様の行程を経て､実際に
実行するプランとして完成させていく｡

　　�　地域調査にあたっては､SWAT分析を行
い､地域･企業等組織体の位置を把握した
上で､政策研究に取り組んでいくことも重要
である｡

　　�　シンクタンクは政策研究･提案の役割から
｢地域でのDOタンク｣（実践する･行動するシ
ンクタンク）をめざす時代に移行してきている｡

　　�　まち医者（まちカルテを作り､まちの家族医
となる｡調査活動･評価･処方箋を作成し､一
緒に､その実行･実現にあたる｡）の専門の技
術を持って､地域（組織）の構成員の状況を
把握し､総合的に行動していくスタイルが求め
られてきている｡まち医者は、シンクタンクしか
できない。シンクタンクは、事業を一緒に行い、
軌道にのるまで面倒を見るということが重要。
これは、本来のシンクタンクのあり方で、政策
提言だけではいけない。面倒をみることで、信
頼につながるはずである。

　　�　研究者は2枚の名刺が必要で､昼間の専
門研究者としての名刺と､5時からの地域の
構成員としての専門家としての名刺である｡
このような取り組みは多忙ではあるが楽しい
生活が過ごせるメリットを持っている｡さらに、
地域の活動には家族も一緒に参加できる。こ
のような輪を広げて、地域ぐるみの運動の力
を見直し、またスタイルを作っていくということ
が求められる。実際、地域の構成員の方が、
行政よりレベルの高い専門家がいることも多
い。その力を発揮し、一緒に地域をつくってい
くということが重要。

　　�　提言された内容は実践･事業化され､政
策の実施の効果を測定していき､歩を進めて
いく｡施策の実施に対して共同の責任をとる
体制も必要であるといえる｡そのためには､協
働の取り組みが大切になってきている｡
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（２）�地域振興が具体的に展開していくことに貢献
していく役割

　　�　政策･施策の地域社会での実施にあたっ
ては､提案された政策･施策の推進の｢コー
ディネーター役｣を担っていく｡まずは､政策の
広報によって､地域での認知度の向上を図
り、取り組みの合意形成を進め､協議の場づ
くりや実施体制づくりとその中心の事務局的
な役割を果たし､政策の成果をあげていくた
めに貢献する（マネージャー ､プロデューサー
の役割を発揮していく｡）

　　�　政策がその地域で実施されて､それを具
体化していく地域の経営･運営に対しても積
極的な役割を発揮していく｡産官学民の連
携が必要な場合の連携の推進役やそれに
関わるシンクタンク組織の横の連携に配慮し､
積極的に貢献していく｡もっとも、シンクタンク
が先頭に立って旗振り役をするというわけで
はない。構成員である人々の力を発揮し、地
域の人にも応援してもらって、シンクタンクもサ
ポートをしながら具体化していくというのが本
来の在り方であろう。

（３）参加･調整･協働の推進型社会での役割
　　�　多様な主体者が関係し｢新しい公｣の実行

組織の構成員の中で､その中核（事務局）的
存在として関わっていき､関係者全体が協
力･協調してプロジェクトの推進の役割を果し
ていく｡人材資源をつないで、価値あるものに
していく。この合意形成の過程をもって初め
て価値がある。

（４）事業の推進と業務の運営面
　　�　事業の展開の過程での事業の実施の場

の地域エリアの拡大や適応分野の多様化の
対応､求められる質の向上･改善等の課題
の取り組み､事業の推進と業務の運営等へ
の対応で貢献していく｡

　　�　事業の展開の中で､自主事業として継続
していく事業と収益事業･民間事業として取
り組んでいく事業の兼ね合いの検討と具体
的な推進の仕分けとそれぞれの取り組みに
対応していく｡

（５）経営面
　　�　自主･自立経営を基本に､持続と継続･発

展を目指す展開の企画･検討を目指す｡シン
クタンクの組織体の自主･自立･独創的研究

を存続し､継続していくための財政･経営面
の収支や研究推進資金の確保の課題｡研
究組織の存在意義の明確化と個性的・独
創的検討スタイルの構築｡　

 ｢21世紀の地方シンクタンクの使命を考える｣
　地方シンクタンクは､地域経済社会の要請を受
けて､ますますその特徴を発揮して､分権型社会
の地域の発展をめざして役割が明確になってきて
いる｡

　①�シンクタンクの守備範囲の分野的・地域的拡大
　　�　地域･地方の政策の実践可能で地域で

の実践と成果が期待できるモデル施策は情
報社会の中で地域の実践が全国･世界へと
波及し､影響を広域的に与えていく｡｢グロー
カル｣の実践である｡

　②�シンクタンクの役割発揮の部分の広がりへの
対応

　　�　政策提言と広報の部分から､政策の実
施･実行､実施事業体づくりと運営･経営や
持続･継続･発展の取り組みへの関与､すな
わち､シンクタンク･DOタンク化､問題解決のコ
ンサルタント機能､事業実施組織づくり機能に
おける事務局機能の発揮が求められている｡

　　�　そのような展開への対応として､実施現場
の組織との連携･連帯がその政策の実施に
よる成果の発揮の視点から重要になってくる｡
地方シンクタンクは、大手のシンクタンクよりも
小回りが利き、地域、企業の要望に応えて解
決することができると考えられる。

　③�対象地域･対象組織･対象事業分野の拡大
への対応

　　�　政策の実施する対象地域･対象組織（関
係者）と事業分野は拡大していき、それぞれ
の施策の主体者も多様化して進行し､関係者
間の連絡･相談･調整の課題が増加していく｡
その対応の事務局的な役割が期待される｡

　④�自主性･自立性･独創性の発揮と経営（組
織）の持続･発展の総合展開

　　�　このような展開の中で､地域の特性と資
源･ストックの活用､人材の活用と人の和､地
の利を発揮した取り組みが求められてくる｡こ
のような進展についての自信と確信と将来
展望を持ち得ているかが課題である｡
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　⑤�このようなシンクタンクに対する使命に応える
取り組みの体制の確立

　　�　財政（研究資金･活動資金）､人材養成と
取り組み組織､営業（受託事業と自主事業
のバランスの確保）､業務の推進システムの
構築､組織体制と運営､発信･学習･共同活
動･運動の関連性､地域社会への貢献等の
対応｡

 ｢地方シンクタンクの地域での展開と組織の取
り組み｣ 
　○�｢地域と人（組織）と経営（財政）の総合結合｣

のキーワードとイメージ

　　①組織（人の体制） 
　　　　…�小集団のアソシエート。自分の組織の

中で３割、外部７割。広く知恵を外部
に求めなければ、発展性がない。

　　②営業･運営
　　　　…�自主研究の発展系､収益研究の位

置づけ。自主的な研究の位置づけ。

　　③業務の推進
　　　　…�連 携･連 帯･協 働･共 同 調 査･ネット

ワーク研究。一人だと間に合わない。

　　④人材の育成
　　　　…�研修･交流･外部交流の場づくり。大

変だが、一度やりだすと大変ではな
い。喜びに転化する。

　　⑤情報発信
　　　　…�組織からの発信､個人レベルの発信

（プラットフォームの構築）。「場」をうま
く使うことが大事。

　　⑥地域への参加
　　　　…�多様なネットワーク（労働組合､大学､

業界､行政）

　　⑦経営者像
　　　　…�企画力（ミッションと具体化）。互いに、

チェックし合って盛り上げるもの。

　　⑧研究者･構成員像
　　　　…取り組みテーマ､実践､ネットワーク

　　　　�以上のキーワードとイメージについて深化
させていきたい｡

 ｢シンクタンク研究者のこれからの調査･研究･
活動（運動）スタイルのあり方｣
　私の地域計画のシンクタンク活動を通じての教
訓をお話しする｡ 

　常に研究の態度としての自主性･自立性を持ち､
専門性と総合性と研究対象の現場を踏まえて､
実践の場を通じての創造的研究を進めていく｡調
査･研究業務の進め方の企画の上に研究体制の
組織を組み立て､現場と連帯して､常に信頼を得
る形で進めていくことが望ましい｡
　｢専門｣と｢総合｣と｢ネットワーク（連帯･連携）｣
は関係者の知恵･知識の結合であり､これまでの
蓄積が活用され成果を確実なものにできる｡
　研究の対象の場やそれを取り巻く｢社会経済･
生活｣の状況把握､｢科学技術｣の進展状況の把
握､｢対象の創造の付加価値｣の明確化が重要な
キーワードとなる｡
　研修･成果の定期的な取りまとめ､成果の発表､
意見交換､取り組みの評価と教訓の確認等の調
査･研究の進め方のシステムの構築が重要である｡
　｢専門性｣は現場に足場を置く普段の学習や
共同学習によって力量の進展が期待できるように
なっていく｡
　｢総合性｣は問題意識と取り組みに対する情熱
による取り組みの過程で､研究を取り巻く環境や
実情･課題が見えてくる｡
　このような取り組みを関係者の連携･連帯や信
頼を通して､発展していく｡

　貴研究所が提唱する｢運動としての調査活動
（調査研究）｣は､調査･研究の総合性を発揮して
いく研究スタイルとして注目に値すると考える｡21世
紀の現在においては､地域社会や地域コミュニティ
の生活の豊かさの追及の視点が重要である｡｢学
術の成果｣､｢技術の発展と創造｣､｢生活の魅力
化｣等の結合による総合化が求められてきている
といえる｡関係者の生活の豊かさの深化･発展の
ためには､心理学的な面からの接近も有効な方法
と考えられてきている｡｢感動｣をもたらすためには､
人と人の交流､体験､創造活動､共同の取り組み
が有効と考えられてきている｡
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　グローバル化･情報化･連携（連帯）とネットワー
ク化の中での貴研究所の過去の知的蓄積と人材
の豊富なネットワークがさらに調査･研究･活動（運
動）の総合的で有機的な結合で力量を発揮され､
労働組合の組合員･家族･地域の住民等関係者
の福祉の向上とより豊かな生活･社会･文化活動
の高揚を期待したい｡
　企業経営･職場（生産）･労働の質の変化､企
業･市場･地域･消費者の連携とニーズへの対応､
生産･流通･消費･廃棄のシステムの見直し等､研
究課題が数多く存在する｡

６．今後の国際経済労働研究所の更なる創造的取り組みと発展を希望して

　65年間､特に､50年の研究所の関係者の世代
間の研究対応の継承･学習･研修が重要である｡
　研究所の研究活動に参加されている業界の主
要な分野での役割と時代変化をリードする人材･
情報･課題を最大限の活用に留意されて総合的
で､時代に適合した政策提言と実践上の指針の
提起とご指導を期待したい｡
　日本での先進的な政策研究がグローバル化し
ている現代の社会で､アジアをはじめ世界への波
及によって､地球市民･企業の生産･労働･生活
の質の向上に貢献されることを祈念している｡

　長時間の御清聴ありがとうございました｡
　今後の地方シンクタンク協議会の取り組みに対
してもご指導とご鞭撻を心からお願い申し上げま
す｡これまでの研究所の取り組みに敬意を表します
とともに､研究所の調査･研究･活動（運動）に主要
な役割を果たされてきた方々にお礼申し上げます｡

質疑応答
本山　美彦 氏（国際経済労働研究所理事）
　アメリカのシンクタンクは、その哲学や成果を単
一の組織に閉じ込めるのではなく、世界に広げて
おり、影響力が強い。日本も歴史を振り返ると、例
えば満鉄調査部のような大規模な国家的シンクタ
ンクを作ったが、影響力は大きくなかった。いま、海
外のシンクタンクの哲学が、日本の省庁の中にまで
入り込んでいるという例もある。このような影響力
の差は、いったいとこからどこから来るのか。

金井　萬造 氏
　アメリカは、人材投資に対して長期的な展望を
もって実施している。日本は大学を出たら終わり
で、そのスパンは非常に短い。日本は、グローバル
に展開する力をつけていかなければならないこと
は事実で、これは課題だと考える。
　しかし、最初から大きなことをやろうとするのでは
なく、例えばある地域などで小さいモデルを作るこ
とができれば展開できる、現代はそのような知恵の

時代とも言える。まずは、「いい研究」をすることが
必要なのではないか。巨大にならなければならな
いというわけではなく、その研究や運動が広がって
いくということが重要だと思っている。

金井 萬造 氏（かない まんぞう）

　1943年生まれ。工学博士（京都大学）、技術士（港
湾・空港）、立命館大学経済学部客員教授、山梨大
学講師、地方シンクタンク協議会代表幹事、（株）地域
計画建築研究所相談役、京都経済同友会幹事、

（財）日米草の根交流センター監事、日本観光研究学
会評議員、日本都市計画学会関西支部顧問。NPO 
いのちの里京都村副理事長等まちづくりコンサルタント
として日本の高度成長を支える外国貿易の輸送基盤
整備の計画・港湾再開発の業務に携わり、地域産業
振興・まちづくり・地域観光振興の業務から各学会の
会長（観光）・副会長（都市計画）を歴任し、2008 年
から立命館大学教授。
　著書に「着地型観光」（共著、学芸出版社）、スリラ
ンカの地域振興にCBT（着地型観光）手法の教育の
マニュアル、中国の大連、JICA の国際技術研修に携
わっている。


